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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　多機能装置内の少なくとも１つの交換ユニットに関する耐用期間の終了を判定する方法
であって、
　プロセッサを用いて、前記少なくとも１つの交換ユニットに関するカウンタの動作を起
動させて、前記交換ユニットに関する動作数を生成するステップと、
　前記多機能装置により生成された故障コードの発生を、関連するメモリ内に記憶させる
ステップと、
　前記少なくとも１つの交換ユニットに関する全ての種類の故障発生回数に対する故障コ
ードの発生回数である故障コードの発生率を算出するステップと、
　前記動作数を前記動作数の予め選択された閾値と比較した結果に応じて、前記算出され
た故障コードの発生率を故障コードの予め選択された閾値と比較するステップと、
　前記交換ユニットに関する前記動作数及び故障コードの前記発生率の比較結果により、
前記少なくとも１つの交換ユニットに関する耐用期間が終了したかどうかを判定するステ
ップと、
　前記少なくとも１つの交換ユニットの耐用期間の終了を示す通知を生成するステップと
、を含み、
　前記動作数が前記動作数の前記予め選択された閾値以上である場合には、前記少なくと
も１つの交換ユニットに関する前記全ての種類の故障発生回数に対する前記故障コードの
前記発生回数である前記故障コードの発生率を算出し、算出された前記故障コードの発生
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率を前記故障コードの予め選択された閾値と比較し、算出された前記故障コードの発生率
が前記故障コードの前記予め選択された閾値以上である場合には、当該交換ユニットに関
する耐用期間が終了したと判定して、当該交換ユニットの耐用期間の終了を示す通知を生
成し、前記動作数が前記動作数の前記予め選択された閾値未満であるか、または、算出さ
れた前記故障コードの発生率が前記故障コードの前記予め選択された閾値未満である場合
には、当該交換ユニットの前記耐用期間の終了を示す前記通知を生成しない、方法。
【請求項２】
　前記交換ユニットに関する前記動作数を、予め選択された動作数の閾値と比較するステ
ップをさらに含み、耐用期間の終了の判定には、前記交換ユニットの前記動作数が、前記
予め選択された動作数の閾値以上であることを判定することがさらに含まれる、請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの交換ユニットの故障コードの前記発生率が、前記多機能装置に関
する、記憶された故障コードの発生履歴によって算出される、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記動作数が、供給数又はサイクル数のうちの少なくとも一方である、請求項２に記載
の方法。
【請求項５】
　通知を生成するステップが、前記少なくとも１つの交換ユニットの交換に対する要求を
生成することをさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記通知が、電子メールのメッセージ、テキストメッセージ、警報、又は視覚警告のう
ちの少なくとも１つである、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　交換ユニットの耐用期間の終了を判定するシステムであって、
　プロセッサと、
　前記交換ユニットに関する動作数を生成するために作動するカウンタと、
　関連する多機能装置の動作中に生成される複数の故障コードを生成する故障コード生成
器と、
　故障コード記述と、前記生成された複数の故障コードと、前記交換ユニットに対応する
前記カウンタの出力と、を記憶するメモリと、を含み、
　前記メモリが、前記プロセッサと通信し、前記プロセッサが実行する命令を記憶し、前
記命令は、
　　前記交換ユニットに対応する前記故障コード生成器により生成された全ての種類の故
障発生回数に対する故障コードの発生回数である故障コードの発生率を算出することと、
　　前記交換ユニットの前記動作数を、予め選択された動作数の閾値と比較することと、
　　前記動作数と、前記予め選択された動作数の閾値との前記比較に応じて、前記算出さ
れた故障コードの発生率を、予め選択された故障コードの閾値と比較することと、
　　前記算出された故障コードの発生率と、前記予め選択された故障コードの閾値との前
記比較に応じて、前記交換ユニットに関する耐用期間の終了を判定することと、
　　その前記判定によって、前記交換ユニットの前記耐用期間の終了を示す通知を生成す
ることと、のために実行され、
　前記動作数が前記動作数の前記予め選択された閾値以上である場合には、前記交換ユニ
ットに関する前記全ての種類の故障発生回数に対する前記故障コードの前記発生回数であ
る前記故障コードの前記発生率を算出し、算出された前記故障コードの前記発生率を前記
故障コードの前記予め選択された閾値と比較し、算出された前記故障コードの前記発生率
が前記故障コードの前記予め選択された閾値以上である場合には、当該交換ユニットに関
する耐用期間が終了したと判定して、当該交換ユニットの前記耐用期間の終了を示す通知
を生成し、前記動作数が前記動作数の予め選択された閾値未満であるか、または、算出さ
れた前記故障コードの前記発生率が前記故障コードの前記予め選択された閾値未満である
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場合には、当該交換ユニットの前記耐用期間の終了を示す前記通知を生成しない、システ
ム。
【請求項８】
　前記交換ユニットの前記故障コードの発生数が、前記多機能装置に関する生成された故
障コードの発生履歴によって算出される、請求項７に記載のシステム。
【請求項９】
　前記メモリが、前記交換ユニットの交換に対する要求を生成するための命令をさらに記
憶する、請求項７に記載のシステム。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書で開示される実施形態は、例えば、多機能装置等の多数の装置で使用される交
換部品の耐用期間の状態の終了状態を判定する方法及びシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　多機能プリント複写マシン、即ち、ドキュメントプリンタ、複写機、スキャナ、及びフ
ァクシミリを兼ね備えた装置（以後本明細書では「多機能装置」と呼ぶ）は、多数の作業
を同時に行うことが可能であり、これらの作業は、その装置自体で発生するもの、又はワ
ークステーションを介して送られてくるもの、及び／又は複数の遠隔ネットワーク位置か
ら転送されてくるものを含む。いくつかの例では、少なくとも２か所の離れたネットワー
ク位置で１台の中央多機能装置を共有し、その中央多機能装置がオフィス環境において効
率的な資産であることが証明されている。というのも、各ネットワーク位置で各多機能装
置をセットアップすることに付随する経費を削減し、普通ならワークステーションがそれ
ぞれの多機能装置を備えるために占有されてしまうスペースを削減し、個々の多数の多機
能装置の保守に関する時間を節約するためである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　多機能装置の操作において、動作不良が頻繁に発生することは、単一の多機能装置共有
しているユーザにとっては不都合なことである。場合によっては、これらの動作不良は故
障により引き起こされる、つまり、それらは修理や交換を必要とする部品によって発生す
る。一般に多機能装置は、両面印刷用のドキュメント搬送ロール、定着モジュール、給紙
ロール、インクカートリッジなどの複数の消耗部品を含んでおり、これらの部品は一般の
ユーザによりその場で交換可能である。技術者を呼んで様々な内部部品を修理、又は交換
しなければならない場合は、動作不良をすぐに対処することができず、生産性の低下、及
び時間の浪費に関連するコストを招いてしまう。
【０００４】
　ある場合では、印刷媒体経路内で詰まった印刷媒体等の動作不良の原因を容易に判別で
き及び／又は、手が届けば、ユーザが多機能装置のシステムを何とか処理することができ
る。既存の多機能装置にはたいてい、このような詰まりをユーザが取り除くことができる
方法に関して段階ごとの説明書が示されてある。動作不良を判別し、部品を交換などの対
処可能な資格を有する修理技術者が必要な他の場合もある。しかしながら、修理技術者で
も実際に多機能装置を見てみるまでは、交換しなければならない部品を判別することはで
きない。判別しても、その交換部品が修理技術者の手元に用意されていなければ、多機能
装置の使えない時間は、さらに延長されてしまうことになる。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　例示的な実施形態の一態様によると、多機能装置内の１つ以上の交換ユニットに関する
耐用期間の終了状態を判定する方法では、プロセッサを用いて交換ユニットに関する動作
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カウンタを起動させて、そのユニットの動作に対応する数を生成する。また、この方法で
は、関連するメモリ内に、多機能装置により生成された故障コードの発生を記憶させ、交
換ユニットに関する故障コードの発生率を算出する。この方法では、交換ユニットの動作
数、及び故障コード発生率に基づいて、耐用期間の終了状態の有無をさらに判定する。ま
た、交換ユニットの耐用期間の終了を示す通知も生成する。
【０００６】
　別の態様では、交換ユニットの耐用期間の終了を判定するシステムが、プロセッサと、
交換ユニットに関する動作数をカウントするよう構成されたカウンタと、関連する多機能
装置の動作中に発生する故障コードの数を生成するために動作する故障コード生成器と、
及び故障コードの記述、生成された故障コードの数、及び交換ユニットに対応するカウン
タの数を記憶するメモリと、を含む。このシステムのメモリはプロセッサと通信し、交換
ユニットに対応する故障コード生成器が生成した故障コードの発生率を算出するためにプ
ロセッサが実行する命令を記憶し、交換ユニットの動作数を動作数の予め選択された閾値
と比較する。この命令により、動作数を、動作数の予め選択された閾値と比較した結果に
応じて、算出された故障コードの発生率も、故障コードの数の予め選択された閾値と比較
し、算出された故障コードの発生率を、故障コードの数の予め選択された閾値と比較した
結果に応じて交換ユニットに関する耐用期間の終了を判定する。また、この命令により交
換ユニットの耐用期間の終了を示す通知も生成される。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、交換ユニットに関する耐用期間の終了を判定する方法を実行可能なシス
テムの説明図である。
【図２Ａ】図２Ａは、交換ユニットの耐用期間の終了を判定する例示的な方法のフローチ
ャートである。
【図２Ｂ】図２Ｂは、交換ユニットの耐用期間の終了を判定する、図２Ａに続く例示的な
方法のフローチャートである。
【図３】図３は、交換ユニットに関する耐用期間の終了判定を容易にするために実装可能
な多機能装置システムの説明図である。
【図４】図４は、交換ユニットの耐用期間の終了判定を容易にするシステムの説明図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本明細書に記載する実施形態は、一般に多機能装置で使用する正確で信頼できる機構に
関連するシステム及び方法に関し、これにより一定の手順により耐用期間の終了した、動
作不良の交換ユニットが少なくとも交換が必要と判別されたときに、ユーザは独自に一定
の手順で多機能装置を保守することが可能となる。
【０００９】
　上記の交換ユニットは、多機能装置内に位置する、又は多機能装置と連結することがで
き、動作数、サイクル数、供給数、印刷数等に基づく実用的な耐用寿命を有する。耐用期
間の終了状態は早めに設定されている、即ち実用的な耐用寿命が満了する前に設定されて
いる。多機能装置に関連するカウンタは、例えば、ローラ、定着モジュール、供給モジュ
ール等の各交換ユニットに関する稼働カウントを維持する。交換ユニットが実行した動作
の数がそのユニットの予測耐用期間の所与のパーセントに達すると、故障コードの発生履
歴（に対する分析が行われる。所与の全ての交換ユニットに起因する故障コードの数が所
定のレベル（例えば、発生履歴のパーセント）に達する、又は超過すると、警告又は通知
が生成され、交換ユニットの交換が必要なことが示される。この通知は、ユニットの予測
耐用寿命に対して早めに、又は予測耐用寿命と同じ時期に表示される。
【００１０】
　次に図１を参照すると、本明細書に記載した例示的な実施形態による、多機能装置内の
少なくとも１つの交換ユニットに関する耐用期間の終了を判定するために用いられる例示
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的なシステム１００が示されている。
【００１１】
　図１に示す種々の構成部品は、主題の出願の態様を説明する目的で示されており、ハー
ドウェア、ソフトウェア又はそれらの組合せを通して実行可能なその他の類似の構成部品
をそれらに代用することも可能である。このシステム１００は多機能装置１０２を含み、
この多機能システムは、少なくともプロセッサ１０４（例えば図３のプロセッサ３０２を
参照）、及びメモリ１０６（例えば図３のメモリ３０４を参照）を含む全てのコンピュー
タシステムを表している。プロセッサ１０４が、本明細書に記載する種々の機能、算出、
選択等を行うための、コンピュータが実行可能な命令を実行し、メモリ１０６がそれらの
命令を記憶する。多機能装置１０２は、例えば、走査、複写、ファクシミリ送信、印刷、
電子メール通信、書類管理、書類保存等の様々な文書処理の操作を行うことができる。
【００１２】
　本明細書に記載するシステム及び方法をサポートするよう構成された、予想可能な１つ
のハードウェアとして、多機能装置１０２を用いることもできる。多機能装置１０２は、
独立型装置として示されているが、主題の出願に従うと、あらゆる好適なコンピュータ環
境で使用することも可能である。例えば、コンピュータアーキテクチャには、マルチプロ
セッサ、分散型、クライアント／サーバ、タブレット、中央処理装置、スーパーコンピュ
ータが含まれるが、これらに限定されない。主題の出願の一実施形態によると、デジタル
及びアナログを用いることができる。多機能装置１０２には、コンピュータサーバ、ワー
クステーション、パーソナルコンピュータ、それらの組合せ、又はその他のコンピュータ
装置が含まれ得る。
【００１３】
　多機能装置１０２は、処理ユニット１０４（例えば図３を参照）、システムメモリ１０
６（例えば図３を参照）、及びシステムバス（例えば図３のバス３１２を参照）を含むこ
とができ、システムバスがシステムメモリ１０６を含む種々のシステム構成部品と、処理
ユニット１０４とを連結する。処理ユニット１０４は、全ての市販の種々のプロセッサで
よく、その中には、例えば、シングルコアプロセッサ、デュアルコアプロセッサ（又はマ
ルチコアプロセッサとして、より一般的である）、デジタルプロセッサ、及び共働型数値
計算コプロセッサ、デジタル制御装置等が含まれる。処理ユニット１０４は、多機能装置
１０２の動作を制御するとともに、図２に略述した方法を実行するための、メモリ１０６
に記憶された命令を実行するが、これに関しては後程説明する。
【００１４】
　本明細書で使用する「ソフトウェア」という用語は、そのソフトウェアの目的とする作
業を行うためにコンピュータ又はその他のデジタルシステムを設定するための、コンピュ
ータ、又はその他のデジタルシステムにより実行可能なあらゆる命令の集合、又は一連の
命令を包含することを意図する。一般に多機能装置１０２は、少なくとも特定な形態のコ
ンピュータ可読媒体を含む。コンピュータ可読媒体は、コンピュータ記憶媒体、及び通信
媒体等の多機能装置１０２がアクセス可能な全ての利用可能な媒体でよい。コンピュータ
記憶媒体には、コンピュータ可読命令、データ構造、プログラムモジュール又はその他の
データ等の情報を記憶させる全ての方法又は技術によって実装可能な、揮発性媒体及び非
揮発性媒体と、取外し可能媒体及び非取外し可能媒体が含まれる。
【００１５】
　通信媒体では、コンピュータ可読命令と、データ構造と、搬送波やその他の搬送機構等
の変調データ信号内のプログラムモジュール又はその他のデータと、が一つにまとめられ
、この通信媒体には、例えば、ＢＬＵＥＴＯＯＴＨ、ＷｉＭａｘ、８０２．１１ａ、８０
２．１１ｂ、８０２．１１ｇ、８０２．１１（ｘ）、好適な通信チャネル、赤外線、光学
、公衆交換電話網、又はあらゆる好適な無線データ送信システム、あるいは有線通信、及
びそれらの組合せを含む全ての情報搬送媒体が含まれる。
【００１６】
　ユーザは、入力装置１０８（例えば図３を参照）を用いて、命令や情報をコンピュータ
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に入力することができる。入力装置１０８には、タッチスクリーンインターフェース、キ
ーボード、マウス又はスタイラスペン等のポインティング装置、警報用スピーカ、音声入
力用マイクロホン、又はグラフィックタブレット等が含まれる。多機能装置１０２は、論
理回路及び／又は図１のネットワーク１１４として示された遠隔コンピュータ等の、１つ
以上の遠隔コンピュータとの物理的接続を介して、ネットワーク環境で動作可能である。
上記の論理回路による接続には、ローカル・エリア・ネットワーク（ＬＡＮ）やワイド・
エリア・ネットワーク（ＷＡＮ）が含まれる。
【００１７】
　図１に示す通り、システム１００は、多機能装置１０２に関する１つ以上の交換ユニッ
ト１１０も含み、これらの交換ユニットは、図１に「ＲＵ」１１０として示される。交換
ユニット１１０は、例えば、ハードウェア、ソフトウェア又はそれらの組合せ等の多機能
装置１０２のあらゆる構成部品を表すことができ、これらの構成部品は所定の耐用寿命を
有する。つまり、交換ユニット１１０は、多機能装置１０２の構成部品に対応しており、
これらの構成部品には定着モジュール、トナーカートリッジ、現像ローラ、両面印刷用ロ
ーラ、書類搬送ローラ、供給ローラ等の壊れやすく／消耗しやすい、頻繁に保守を要する
部品が含まれる。このようなユニット１１０は、関連するユーザ、顧客、修理技術者、メ
ーカの担当者等により交換可能である。
【００１８】
　メモリ１０６には、多機能装置１０２に動作可能に連結する各交換ユニット１１０に対
応する複数の耐用期間の終了、耐用寿命、及びその他の情報のデータを記憶することが可
能である。つまり、交換ユニット１１０の実行可能な最大（予測）動作数に関する情報、
例えば、供給ローラ（交換ユニット１１０）には、使用不能になるまでに、及び／又は交
換が認められるめでに１５０、０００回の書類供給を行うだけの耐用寿命があることを示
す情報と、定着モジュール（交換ユニット１１０）には、使用不能になるまでに、及び／
又は交換が認められるめでに２０、０００サイクルの耐用寿命があることを示す情報と、
を記憶するようメモリ１０６は構成されている。さらに交換ユニット１１０の交換を示す
複数の耐用寿命の閾値をメモリ１０６に記憶することができるが、これに関しては後程詳
しく説明する。
【００１９】
　また、システム１００は、カウンタユニット１１２（例えば、図３のカウンタコンポー
ネント３２２を参照）を含む。例えば、定着モジュールによるサイクル数、供給ローラに
供給数、トナーカートリッジによる印刷数等の、所与の交換ユニット１１０の動作のカウ
ントを続けるために、カウンタユニット１１２を起動することができる。カウンタ１１２
により監視される各交換ユニット１１０に関するカウントに対応するデータを、メモリ１
０６に記憶して、後で分析（これに関しては後程説明する）できるように、カウンタ１１
２はプロセッサ１０４及びメモリ１０６と、データの通信を行うことができる。したがっ
て、多機能装置１０２により動作が行われているときは、その動作に関わる交換ユニット
１１０の全てに関する動作の合計をカウンタ１１２がカウントしている。単一のカウンタ
１１２が図示されているが、各交換ユニット１１０は、それぞれその交換ユニット１１０
に関するカウンタを含むことができる。本明細書で説明する通り、メモリ１０６と接続す
るプロセッサ１０４の動作により、交換ユニットの動作のカウントが容易になるように、
カウンタ１１２は、プロセッサ１０４及びメモリ１０６に動作可能に接続する、又はそれ
らの構成部品である、ハードウェア、ソフトウェア、又はそれらの組合せでよい。
【００２０】
　多機能装置１０２は、コンピュータネットワーク１１４とデータ通信することができる
。図１に示す通り、ユーザ装置１１６、１１８もデータコンピュータネットワーク１１４
とデータ通信することができ、そのネットワーク上で通信データを多機能装置１０２と送
受信することができる。ユーザ装置１１６、１１８は、プロセッサ１０４からの、又はそ
の他の１つ以上の構成部品、交換ユニット１１０、動作、カウンタ１１２のカウント数等
の状態を示す多機能装置１０２に関する好適なコンポーネントからの警告又は通知を受信



(7) JP 6008665 B2 2016.10.19

10

20

30

40

50

可能でよい。ユーザ装置１１６、１１８は、多機能装置１０２の交換ユニット１１０に関
する通知を受信することができ、この通知で、新しいユニットを注文する必要性、ユニッ
ト１１０の交換の必要性、ユニット１１０の状態、及びそれらに関連するあらゆる好適な
情報が示される。
【００２１】
　ユーザ装置１１６、１１８は、当技術分野では既知の全てのパーソナルコンピュータ装
置を表すことができ、それらは、例えば、電子メール、画面での警告、テキストメッセー
ジ、音声メッセージ、ポップアップウィンドウ等の通知を受信することができる。全ての
好適な装置が、適切なメモリ及び関連するプロセッサを含み、このプロセッサがユーザ装
置１１６、１１８と、ネットワーク１１４に接続する、その他のあらゆる装置との間の通
信を制御するということを理解されたい。
【００２２】
　ネットワーク１１４は、インターネット等の外部のワイド・エリア・ネットワーク１２
０と通信することができるが、これには限定されない。外部ネットワーク１２０との接続
を介して、多機能装置１０２はサーバ１２２と通信することができる。サーバ１２２は、
サービスプロバイダ、技術者、納入業者等に関連することができる。交換ユニット１１０
の耐用期間の終了が判定されたことを自動的に通知することにより、サーバ１２２は、例
えば、交換を注文し、サービスコールを予定することができる。このような自動実装には
、部品の交換が必要であることを、ユーザ装置１１６又は１１８を介して、多機能装置１
０２の操作者、管理者、又はユーザに通信することや、サーバ１２２等を介して、サービ
スプロバイダ又は納入業者に通信することも含まれる。サーバ１２２は、データ記憶装置
１２４に動作可能に接続することができる。データ記憶装置１２４は、当技術分野では既
知のあらゆる大量記憶装置でよく、それらには、磁気記憶装置、ハードディスクドライブ
、光学式記憶装置、フラッシュメモリ装置、又はそれらの好適な組合せが含まれる。デー
タ記憶装置１２４には、多機能装置１０２に関するカウント情報、交換ユニット１１０に
関する情報、在庫状況、ユーザデータ、スケジュール、納入業者及び／又は技術者に関す
るコンタクト情報、又は交換ユニット１１０の交換及び装置１０２に関するその他の無数
の種類の情報を記憶することができる。データ記憶装置１２４は、システム１００のから
独立した構成部品として図１には示されているが、データ記憶装置１２４をサーバ１２２
の内部記憶コンポーネント、例えば、内部ハードディスクドライブ等、として実装するこ
とも可能である。
【００２３】
　サーバ１２２には、ハードウェア、ソフトウェア、それらの組合せが含まれ、それらが
記載されたシステム及び方法を実行することができる。このようなハードウェアの好適な
例には、プロセッサ、ハードディスクドライブ、揮発性及び非揮発性メモリ、システムバ
ス、ユーザインターフェース構成部品、ディスプレイコンポーネント、同様の装置等が含
まれる。
【００２４】
　図２Ａ及び図２Ｂに示される方法２００は、ステップ２０２から開始することができ、
最初に各交換ユニット１１０に関するカウンタ（例えば、多機能装置１０２に関するカウ
ンタ１１２）を起動させる。カウンタ１１２は、多機能装置１０２に関する種々の交換ユ
ニット１１０に動作可能に接続することができる。ステップ２０４では、多機能装置１０
２に関する動作が行われ、１つ以上の交換ユニット１１０が用いられる。例えば、複写動
作では、ドキュメントハンドラの供給ローラ、定着モジュール、トナーカートリッジ交換
ユニット１１０等が用いられる。ステップ２０６では、その動作に応じて、そのような交
換ユニット１１０に関するカウンタ１１２がカウントを行う。
【００２５】
　次いでステップ２０８で、何らかの故障が検知されたどうかの判定が行われる。種々の
構成部品、例えば、プロセッサ１０４、センサ（図示せず）等で、多機能装置１０２の動
作を絶えず監視することができる。例えば、紙詰まり、ミス印刷、ミスフィード、定着エ
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ラー等の、故障／エラーが発生した場合、対応する故障コードが生成され、メモリ１０６
にログインされる。したがって、ステップ２０８で故障が検知されたとき、ステップ２１
０で検知された故障コードが対応する交換ユニット１１０（もしあれば）に従って、故障
に関する故障コードがメモリ１０６に記憶される。故障コードは、所定の長さのアルファ
ベットと数字の文字列でよく、検知された特定の故障、例えば、トナー欠乏、用紙切れ、
紙供給ローラでの詰まり、定着器での紙詰まり等に関連する。メモリ１０６は、故障コー
ドの発生履歴の記憶を容易にして、所定の数の過去の故障コードを発生履歴と呼べるよう
にする（例えば、最後の３０回、４０回、５０回、又は１００回の故障をコードの発生履
歴として用いる）。
【００２６】
　検知された故障がメモリ１０６内に記憶された後、又は故障が検知されなかった可能性
があると判定されると、動作はステップ２１２に進み、交換ユニット１１０の耐用寿命が
メモリ１０６から検索される。各交換ユニット１１０の耐用寿命は、ローラが使用不能に
なるまでに、そのローラが供給するシートの予想枚数、定着モジュールが使用不能になる
までに、その定着器が行うであろうサイクルの予想回数、カートリッジが空になるまでに
そのトナーカートリッジを用いて出力される印刷材料の予想枚数、又は多機能装置１０２
の構成部品が故障するまでの構成部品の予想動作数を反映することができる。次いでステ
ップ２１４で、交換ユニット１１０の動作数は、そのユニット１１０に対応する耐用寿命
のパーセントとして算出される。つまり、カウンタ１１２によりカウントされた動作数に
基づく、関連する交換ユニット１１０により既に用いられた耐用寿命のパーセントである
。
【００２７】
　次いでステップ２１６で、算出された耐用寿命パーセントは、動作のパーセントの閾値
（ＴｈＯ）と比較される。閾値（ＴｈＯ）は所定の動作数を表す、即ち、それぞれ個々の
交換ユニット１１０に関する耐用寿命の全て又は一部である。各交換ユニット１１０は、
異なる耐用寿命、即ちサイクル数、供給数等を有することができる。多機能装置１０２の
設定、製造業者の設定、販売後の交換部品の設定、ユーザ又は管理者が決めた設定等によ
り、閾値（ＴｈＯ）に達する又は超過することで、対応する交換ユニット１１０の交換の
時期と認められたこと、近づいていること、過ぎてしまったこと等を示せるように、閾値
（ＴｈＯ）は、終了した動作の所定の数に対応することができる。
【００２８】
　動作のパーセントの閾値（ＴｈＯ）は、耐用寿命の５０％、耐用寿命の６０％、耐用寿
命の７５％、耐用寿命の８０％、耐用寿命の１００％、又はその他の耐用寿命のパーセン
トで指定することができ、その値は特定の閾値（ＴｈＯ）の対応するユニット１１０によ
って決定される。例えば、供給ローラの交換ユニット１１０の耐用寿命は１５０，０００
回の供給数であり得、したがって動作のパーセントの閾値（ＴｈＯ）は５０％（７５，０
００回の供給数）、６０％（９０，０００回の供給数）、７５％（１１２，５００回の供
給数）等でよい。その他の例としては、定着ユニットは、１００，０００サイクルの耐用
寿命を有し得、動作のパーセントの閾値（ＴｈＯ）の設定は、結果として５０％（５０，
０００サイクル）、６０％（６０，０００サイクル）、７５％（７５，０００サイクル）
、８０％（８０，０００サイクル）等となり得る。閾値（ＴｈＯ）のパーセントは、交換
ユニット１１０によって異なり得る。例えば、供給ローラの交換ユニット１１０の場合は
６０％で、定着モジュールの交換ユニット１１０に関しては８０％である。
【００２９】
　次いでステップ２１８で、算出された耐用寿命のパーセントが動作のパーセントの閾値
（ＴｈＯ）以上かどうかの判定が行われる。つまり、交換ユニット１１０により既に行わ
れた動作数のパーセントが、閾値のパーセントに達する、又は超過したかであり、例えば
、算出されたパーセントが６５％で、パーセントの閾値（ＴｈＯ）が６０％という具合で
ある。算出されたパーセントがパーセントの閾値（ＴｈＯ）より低い場合、動作は上記の
ステップ２０４に戻される。



(9) JP 6008665 B2 2016.10.19

10

20

30

40

50

【００３０】
　ステップ２１８で、算出されたパーセントが閾値動作パーセント（ＴｈＯ）以上と判定
されると、発生した故障コードの履歴がメモリ１０６から検索される。発生した故障コー
ド履歴は、多機能装置１０２により登録され、記憶された選択された過去の故障コード数
を表す。最新の４０コード、最新の５０コード、最新の７５コード、最新の１００コード
等、最後のセットアップ時から受取ったコード、選択された期間中に受取ったコード等の
制限を含む、あらゆる所望の故障／エラーコードの数を発生履歴として指定することがで
きる。
【００３１】
　次いでステップ２２２で、各特定な交換ユニット１１０に対応する発生履歴の中の閾値
（ＴｈＯ）に達した、又は超過した故障コードのパーセントが算出される。次いでステッ
プ２２４で、算出された故障のパーセントが、所定の故障のパーセントの閾値（ＴｈＦ）
と比較される。閾値（ＴｈＦ）は、個々の交換ユニット１１０の交換を示す故障又はエラ
ーの所定のパーセントを表すことができる。閾値（ＴｈＦ）を故障コードの発生履歴、即
ち、多機能装置１０２により記録されメモリ１０６内に記憶されている直近のＸ回の故障
のパーセントとして設定することができる。
【００３２】
　故障のパーセントの閾値（ＴｈＦ）を、記憶されているコードの２％、記憶されている
コードの５％、記憶されているコードの８％、記憶されているコードの１２％、記憶され
ているコードの２０％、又はその他の記憶されているコードのパーセントとして指定する
ことができ、それらは閾値（ＴｈＦ）が対応する特定の交換ユニット１１０に関して決定
される。例えば、発生履歴（記憶されているコードの数）を４０回で設定して、閾値パー
セント（ＴｈＦ）を２０％で設定することができる。即ち、対応する故障の数は、４０回
の記憶されているコードのうちの８回であり、その動作の閾値（ＴｈＯ）に達した、又は
超過した特定の交換ユニット１１０に対応する数となる。例えば、定着モジュールの交換
ユニット１１０に関しては、発生履歴の２％であるが、供給ローラの交換ユニット１１０
に関しては１５％～２０％というように、パーセント（ＴｈＦ）は、交換ユニット１１０
により異なり得る。
【００３３】
　ステップ２２６で、交換ユニット１１０に対応する故障のパーセントが算出された後、
その値をそのユニットに対応する故障のパーセントの閾値（ＴｈＦ）と比較する。つまり
、特定のユニット１１０に起因する故障の数が発生履歴のパーセントとして、故障のパー
セントの閾値（ＴｈＦ）に到達した、又は超過したかどうかの判定が行われる。算出され
た故障パーセントが、特定な交換ユニット１１０に関する、対応する故障のパーセントの
閾値（ＴｈＦ）を超過していないと、動作はステップ２０４にもどされ、多機能装置１０
２は、上記の動作を行う。
【００３４】
　算出された故障のパーセントが故障のパーセントの閾値（ＴｈＦ）以上と判定されると
、ステップ２２８で対応する交換ユニット１１０の耐用期間の終了を示す通知が生成され
る。判定される耐用期間の終了は早めでよく、即ち耐用寿命により耐用期間がまだ有効で
あることが示される、しかしその後に生じる故障のパーセントにより、交換ユニット１１
０の故障、又は耐用期間の終了状態と所定の耐用寿命が一致することが示される、即ち耐
用寿命により耐用期間は有効ではなく、故障のパーセントが耐用期間に一致することが示
される。
【００３５】
　ステップ２２８では、プロセッサ１０４を介する、及び多機能装置１０２に関するその
他のあらゆる好適な構成部品（図３に示す）を介する通知を生成することができる。通知
は、ユーザ、管理者、納入業者、修理技術者等へのあらゆる好適な通知でよく、警報、ユ
ーザインターフェース１０８を介するメッセージ、ユーザ装置１１６、１１８への電子メ
ールのメッセージ、ユーザ装置１１６、１１８へのテキストメッセージ、サーバ１２２へ
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の電子通信、ユーザインターフェース１０８又はユーザ装置１１６、１１８等を介するポ
ップアップ表示が含まれる。
【００３６】
　ステップ２３０で、交換ユニット１１０に関する対応する交換の自動注文が可能になっ
ているかどうかの判定が行われる。つまり、納入業者、例えば、サーバ１２２のサービス
プロバイダに通信して、耐用期間が終了した状態であると判定された交換ユニット１１０
と交換する新しいユニットを注文すべきかどうかが判定される。このような判定が肯定だ
と、ステップ２３２で、新しい交換ユニット１１０に対する要求（注文）が生成される。
注文は、多機能装置１０２で行うことが基本であるが、ユーザ装置１１６、１１８で行う
こともでき、又は例えば、装置をセットアップすると自動的に交換するよう設定されたサ
ーバ１２２を自動的に介することもできる。次いでステップ２３４で、新しいユニットに
対する要求は、ネットワーク１１４、インターネット１２０等を介して、サービスプロバ
イダに関連するサーバ１２２へ通信される。
【００３７】
　自動交換注文が可能でない場合、又は交換に関する要求を通信した後、ステップ２３６
で、交換ユニット１１０が交換されたかどうかの判定が行われる。交換ユニット１１０が
交換されている場合、ステップ２３８でカウンタ１１２がリセットされ、動作は２０２に
戻り、交換された交換ユニット１１０に関連するカウンタ１１２のカウント動作が起動さ
れる。ステップ２３８で、ユニット１１０が交換されていない場合、動作は２２８に戻り
、上記でより詳しく説明した通り、ユニット１１０の耐用期間の終了を示す通知が生成さ
れる。
【００３８】
　次に図３を参照すると、交換ユニットに関する耐用期間の終了の判定を容易にする典型
的な多機能装置３００（図１に示された多機能装置１０２）が示されている。多機能装置
３００は、メモリ３０４とデータ通信を行うプロセッサユニット３０２と、ディスプレイ
インターフェース３０６と、記憶インターフェース３０８と、及びネットワークインター
フェース３１０と、を含み、メモリ３０４は、非揮発性のリード・オンリー・メモリ、揮
発性のリード・オンリー・メモリ、ランダム・アクセス・メモリ、又はそれらの組合せを
含むことができる。上記のモジュールのインターフェース接続はバス３１２を介して行わ
れる。本明細書に記載した種々の機能、方法、ステップ、技術等を実行するためのコンピ
ュータ実行可能命令は、プロセッサ３０２により実行され、メモリ３０４により記憶され
る。プロセッサ３０２及びメモリ３０４は一体型でよい、又は分離しているが互いに動作
可能に接続されてもよい。
【００３９】
　メモリ３０４は、プロセッサ３０２を介したコンピュータシステム３００の動作のため
に用いられる静的データ又は固定命令等のファームウェア、ＢＩＯＳ、システム機能、構
造データ、及びその他のルーチンを好適に含む。メモリ３０４は、アプリケーション及び
プロセッサ３０２により実行されるデータ処理に関連するデータ及び命令のための記憶領
域を提供することができる。
【００４０】
　ディスプレイインターフェース３０６は、バス３１２上の別の構成部品からデータ又は
命令を受信する。その特有なデータにより、表示が生成されてユーザインターフェースが
容易になる。ディスプレイインターフェース３０６は、ディスプレイ装置３１８、好適に
は、モニタ、ＬＣＤ、プラズマ、又はその他のあらゆる好適な画像出力装置等のビデオデ
ィスプレイへの出力を好適に提供する。
【００４１】
　非揮発性で大容量又は長期のデータ、故障コード、動作情報、又は命令を記憶するメカ
ニズムをコンピュータシステム３００内に提供するよう記憶インターフェース３０８を構
成することができる。記憶インターフェース３０８は、記憶装置３１６等の記憶装置を用
いることができる。例えば、ディスク、テープ、ＣＤ、ＤＶＤ、又はその他の比較的高性
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能でアドレス指定できる、又は一連の記憶媒体などである。
【００４２】
　ネットワークインターフェース３１０には好適には、ネットワークインターフェースカ
ード、無線ネットワークインターフェース等が含まれる。好適なネットワークインターフ
ェースは、物理層及びプロトコル層の両方を含むことができ、好適には、あらゆる有線シ
ステム、イーサネット（登録商標）、トークンリング、又はその他のあらゆるワイド・エ
リア・ネットワーク又はローカル・エリア・ネットワーク、あるいはＷｉ－Ｆｉ、ＷｉＭ
ａｘ等の無線システム、若しくはその他のあらゆる好適な無線ネットワークシステムであ
る。ネットワークインターフェース３１０は、実際のネットワーク３２０に接続すること
ができ、そのネットワーク３２０は、好適には、ローカル・エリア・ネットワーク、ワイ
ド・エリア・ネットワーク、又はそれらの組合せから成る。
【００４３】
　入力／出力インターフェース３１４は、データ、キーボード、マウス、ポインティング
ディバイス、タッチスクリーン式入力装置等の入力装置に好適に接続するバス３１２とデ
ータ通信を行う。入力／出力インターフェース３１４は、さらにユニバーサル・シリアル
・バスの出力部、ＳＣＳＩ、ＩＥＥＥ１３９４の出力部、又は選択されるアプリケーショ
ンに関して好適であり得るその他のあらゆるインターフェース等の周辺インターフェース
へ／からデータを出力／入力することができる。１つ以上の書類処理エンジンへのインタ
ーフェースもバス３１２とデータ通信を行う。多機能装置３００は、プリンタインターフ
ェース３２４と、スキャナインターフェース３２６と、複写機インターフェース３２８と
、及びファクシミリインターフェース３３０と、を含むことができる。上記のインターフ
ェース３２４～３３０により、プリンタエンジン３３２と、スキャニングエンジン３３４
と、ファクシミリエンジン３３６と、及び複写機エンジン３３８との各通信を円滑にする
ことができる。
【００４４】
　印刷エンジン３３２は、多機能装置３００に送信された電子書類で示される実際の書類
を好適に出力することができ、スキャニングエンジン３３４は、ハードコピーの書類を受
信して、そこから、例えば、ビットマップデータ、ベクトルデータ、ページ記述言語のフ
ォーマットデータ等を含む様々な形式で電子画像データを生成することができる。光学式
文字認識もスキャニングエンジン３３４の機能を用いて行うことができる。入力された書
類の有形的なコピーを生成するために、複写機エンジン３３８をスキャニングエンジン３
３４及びプリンタエンジン３３２と連動させて動作するよう適用させることができる。フ
ァクシミリエンジン３３６は、外部ファクシミリ装置（図示せず）と通信することができ
る。
【００４５】
　多機能装置３００は、バス３１２とデータ通信を行い、それに伴って種々のインターフ
ェース３２４～３３０ともデータ通信をするカウンタ３２２を含む。カウンタ３２２は、
対応するエンジン３３２～３３８に関する種々の交換ユニット３４０～３４６と通信する
よう設定されている。カウンタ３２２は、交換ユニット３４０～３４６に関するカウント
を維持し、記憶インターフェース３０８を介してそのカウントを記憶装置３１６内に記憶
させる。
【００４６】
　図４には、交換ユニットの耐用期間の終了の判定を容易にするシステム４００が示され
ている。このシステムは、印刷エンジン４０２及びスキャニングエンジン４０４を含み、
それらはプロセッサ４０６に接続し、本明細書に記載する種々の機能、方法、技術、ステ
ップ、等を行うための、コンピュータ実行可能命令が、このプロセッサ４０６により実行
され、メモリ４０８により記憶される。プロセッサ３０２及びメモリ３０４は一体型でよ
い、又は分離しているが互いに動作可能に接続されていても、プリンタ４０２と一体型で
も、又はプロセッサ４０６及びメモリ４０８を単一のコンピュータ装置内に組み込み、こ
のコンピュータ装置がプリンタ４０２及びスキャナ４０４と動作可能に接続させでもよい
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。
【００４７】
　メモリ４０８は、本明細書に記載する種々の機能、方法、手順等を行うための、コンピ
ュータが実行可能な１つ以上のモジュール（例えばプログラム、コンピュータが実行可能
な命令等）を記憶することができる。また、「モジュール」とは、特定用途のハードウェ
ア、一連のコンピュータが実行可能な命令、ソフトウェアコード、プログラム、ルーチン
、又は上記の機能を行うためのその他のコンピュータが実行可能な手段、又はそれらの好
適な組合せを意味する。
【００４８】
　メモリ４０８は、ディスク、ハードドライブ、上記の一般の形態の持続性媒体等の制御
プログラムを記憶するコンピュータ可読媒体でよい。これに関連して、本明細書に記載す
るシステムを、１つ以上の汎用コンピュータ又は専用コンピュータ、プログラムされたマ
イクロプロセッサ／マイクロコントローラ及び周辺集積回路素子、ＡＳＩＣ又はその他の
集積回路、デジタル・シグナル・プロセッサ、配線電子回路又は配線論理回路、ＰＬＤ、
ＰＬＡ、ＦＰＧＡ、グラフィカルカードＣＰＵ（ＧＰＵ）、又はＰＡＬ等のプログラム可
能論理回路上で、又はそれら自体として実装することができる。
【００４９】
　システム４００は、１つ以上の交換ユニット４１０及び４１２をさらに含み、それらは
、システム４００動作を続けるために交換可能な構成部品、消耗部品等を表す。交換ユニ
ット４１０及び４１２は、供給ローラ、書類搬送ローラ、自動的に書類を供給する構成部
品、出力媒体ローラ、仕上げ構成部品、定着モジュール等に対応することができる。
【００５０】
　動作カウンタモジュール４１６及び故障コード生成器４１８は、プロセッサ４０６によ
り動作可能であり、即ち、スキャナ４０４又はプリンタ４０２等による動作が開始され、
装置４００がセットアップされたときに起動される。動作カウンタモジュール４１６は、
例えば、交換ユニット４１０、４１２により、又はそれらを用いて行われる供給数、サイ
クル数等の動作のカウントを容易にする。次いで、各交換ユニット４１０、４１２により
行われた動作数は、耐用寿命算出器４２０に通信される。メモリ４０８は、耐用寿命モジ
ュール４２２を含み、この耐用モジュール４２２が各交換ユニット４１０、４１２の耐用
寿命に関する情報、即ち、供給、サイクルの予測数、又は対応する交換ユニット４１０、
４１２の耐用期間に関するその他の動作を記憶する。次いで、モジュール４２２からの耐
用寿命の情報は、耐用寿命算出器４２０に通信される。
【００５１】
　耐用寿命算出器４２０は、カウンタモジュール４１６によりカウントされた動作数、及
び耐用寿命モジュール４２２からの、交換ユニット４１０又は４１２の予測耐用期間に基
づいて、すでに過ぎた耐用寿命のパーセントを算出する。次いで、比較器４３０が、算出
された割合と閾値動作の割合（ＴｈＯ）を比較して、交換ユニット４１０又は４１２が予
め決められたその耐用寿命のパーセントに達したか、又は超過したかを判定する。この閾
値（ＴｈＯ）は所定の動作数を表す、即ち各特定な交換ユニット４１０又は４１２に関連
する耐用寿命のうちのいくらか、又は全てを表す。交換ユニット４１０又は４１２は、異
なる耐用寿命、即ち異なる数のサイクル数又は供給数、を有するため、ユニット４１０、
４１２に関する対応する閾値（ＴｈＯ）は異なり得る。
【００５２】
　閾値（ＴｈＯ）に達する、又は超過することで、対応する４１０又は４１２の交換ユニ
ットの交換が認められたこと、近づいていること、過ぎてしまったこと等を示すよう、閾
値（ＴｈＯ）は、終了動作の所定の数に対応することができる。閾値動作率（ＴｈＯ）を
、その率（ＴｈＯ）の対応する交換ユニット４１０又は４１２の耐用寿命に関する耐用寿
命モジュール４２２内に記憶させることができる。ついでプロセッサ４０６が、比較器４
３０の出力を用いて故障コード算出器４３２の動作を起動させる。
【００５３】
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　故障コード生成器４１８は、プロセッサ４０６を介して作動して、システム４００の動
作、故障コード記述モジュール４２４内に記憶された、エラー等の故障の記述を用いて、
システム４００の動作中に検知された全てのエラーに関する故障コードを識別する。プロ
セッサ４０６が故障コード相関モジュール４２６と連動し、生成器４１８が生成した故障
コードを用いて、生成されたコードを特定の交換ユニット４１０又は４１２と関連付ける
。相関モジュール４２６が、故障コード記述４２４を用いて、このような相関を行うこと
ができ、この故障コード記述には、生成された故障コードに関連する交換ユニット４１０
又は４１２に関する指示も含まれる。次いで、相関モジュール４２６出力、即ち対応する
交換ユニット４１０又は４１２を伴う故障コードは、故障コード履歴モジュール４２８へ
通信される。
【００５４】
　故障コード算出器４３２が、プロセッサ４０６により、即ち上記の比較器４３０の出力
に基づいて起動されると、特定の交換ユニット４１０又は４１２に関する故障コード率を
決定するために、故障コード履歴４２８からの発生履歴が分析される。故障コード算出器
４３２は、特定の交換ユニット４１０又は４１２に対応する故障コードの発生履歴のパー
セントを算出する。ある実施形態によると、発生履歴を直近の４０回、５０回、６０回、
１００回又は故障生成器４１８により生成された故障の所望の全ての数として設定するこ
とができる。
【００５５】
　次いで、プロセッサ４０６は、故障コード記述４２４から比較器４３０を介して、所定
の故障率（ＴｈＦ）の閾値を導き出して、算出器４３２で算出されたパーセントと比較す
る。この閾値（ＴｈＦ）は、特定の交換ユニット４１０又は４１２の交換を示す、故障又
はエラーの所定のパーセントを表すことができる。このような閾値（ＴｈＦ）を故障コー
ドの発生履歴のパーセントとして設定することができる。したがって、プロセッサ４０６
は、比較器４３０の出力に基づいて、算出された率が特定の交換ユニット４１０又は４１
２に関する所定の故障率（ＴｈＦ）の閾値に達した、又は超過したかどうかを判定するこ
とができる。
【００５６】
　算出された率が、所定の閾値故障率（ＴｈＦ）に達している、又は超過している場合、
プロセッサ４０６は通知モジュール４３４を起動させる。通知モジュール４３６は特定の
交換ユニット４１０又は４１２の交換が必要であることを示す通知を生成するために作動
する。通知モジュール４３４により生成された通知は、ユーザインターフェース４１４を
介して表示される警告、ネットワークモジュール４３６等の動作と連動して通信される電
子通信等でよい。通知モジュール４３４は、交換ユニット４１０又は４１２を識別する通
知を生成し、サービスプロバイダ（図示せず）へのネットワークモジュール４３６を介し
て通信する。識別された交換ユニット４１０又は４１２が故障する前に、又はシステム４
００に関するサービスコールを行う前に、このようなサービスプロバイダに新しいユニッ
トの注文を行えるよう、通知モジュール４３４を設定することもできる。
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